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事 業 報 告

1 会社の新株予約権等に関する事項
１．当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況
①保有する新株予約権の数
1,170個

②目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 117,000株（新株予約権１個につき100株）

③当社役員の保有状況

名称 行使期間
払込金額

個数 保有
者数行使価額

取締役
(社外取締役を除く)

2013年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2013年７月12日～
2043年７月11日

579円
60個 3名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2014年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2014年７月12日～
2044年７月11日

695円
60個 3名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2015年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション)
2015年７月11日～
2045年７月10日

896円
110個 5名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2016年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2016年７月15日～
2046年７月14日

822円
120個 6名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2017年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2017年７月13日～
2047年７月12日

1,186円
140個 6名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2018年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2018年７月13日～
2048年７月12日

1,040円
150個 6名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2019年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2019年７月13日～
2049年７月12日

1,147円
150個 6名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2020年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2020年７月11日～
2050年７月10日

965円
180個 7名

1円
取締役

(社外取締役を除く)
2021年度新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
2021年７月９日～
2051年７月８日

1,224円
200個 7名

1円
（注）1．「払込金額」及び「行使価額」は、いずれも１株当たりの金額です。

2．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当該払込金額の払込みに代えて、当
社に対して有する報酬債権をもって相殺するものとします。

3．譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

4．新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限
り新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人のうち配偶者又は一親等の親族の１名に限り本新株予
約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。
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２．当事業年度中に当社使用人に交付した新株予約権の内容等
①交付された新株予約権の数
370個

②目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 37,000株（新株予約権１個につき100株）

③当社使用人への交付状況

名称 行使期間
払込金額

個数 交付
者数行使価額

執行役員
(当社取締役を兼務
している者を除く)

2021年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2021年７月９日～
2051年７月８日

1,224円
370個 32名

1円
（注）1．「払込金額」及び「行使価額」は、いずれも１株当たりの金額です。

2．新株予約権者は、当該払込金額の払込みに代えて、当社に対して有する報酬債権をもって相殺するものと
します。

3．譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

4．新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限
り新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人のうち配偶者又は一親等の親族の１名に限り本新株予
約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当社の会計監査人としての報酬等の額 74百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 74百万円
（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額で記載しておりま
す。

2．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受けるほか、監査計
画の内容、監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切かどうかを検討した結果、会計監査人
の報酬等の額について合理的な水準であると判断し、同意をしております。

３．非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託してお

りません。

４．責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

５．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
①会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると判断される場合
②会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分又は監督官庁からの処分を受けた場合
③会計監査人として、監査品質、品質管理、独立性又は総合的能力等の観点から監査を適切に遂行
することが不十分であると判断される場合
監査役会は、上記①に該当すると判断される場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を
解任いたします。また、上記②又は③に該当した場合は、必要に応じて株主総会に提出する会計監
査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

６．会計監査人が現に受けている業務停止処分
該当事項はありません。

７．会計監査人の辞任又は解任に関する事項
該当事項はありません。
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3 会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制

当社は、業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する基本方針（内部統制システム基
本方針）を定めており、その内容は以下のとおりであります。
①当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
ⅰ．企業倫理規程に基づき、社長を委員長とする企業倫理委員会を中心に、三機工業グループコ
ンプライアンス宣言、三機工業グループ行動規範・行動指針及び三機工業グループ行動基準等
の浸透を図り、コンプライアンス推進活動を実施する。
ⅱ．法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識の浸透を図る。
ⅲ．内部監査部門等により、遵法の指導、モニタリングを実施し、コンプライアンスを強化す
る。
ⅳ．通報窓口を活用し、社内の自浄作用を働かせ、不祥事の未然防止を図る。
ⅴ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこれを排
除する。
ⅵ．万一コンプライアンスに反した事態が発生した場合は、就業規程等により厳正に対処する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
法令の定め及び社内規則（文書保管・保存規則、情報セキュリティリスク管理規則等）に則り、
適切な保存・管理を行い、その状況を確認する。

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ．経営リスク（コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、損益、環境、災害などに係るリ
スク）については、リスク管理委員会を設置し、全社のリスクを一元的に管理する。リスク管
理委員会のもとに分科会を設け、特定のリスクについて評価、コントロールを行う。

ⅱ．新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合、社長は速やかに対応部署及び責任執行役
員を定める。重要な経営判断を要する事項については、その重要度に応じて経営会議、取締役
会において判断する。

ⅲ．財務報告に係る内部統制規程、経理規程等に則り、財務報告の適正性を確保する。

④取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ．執行役員制度、組織規程・職務分掌規程等の社内規則の整備、経営会議、執行役員会等での
審議・報告により経営効率の向上、意思決定の迅速化を図る。
ⅱ．子会社に対し当社の職務分掌、指揮命令系統及び意思決定その他の組織に関する基準に準拠
した体制を構築させる。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役の職務の執行に係る
事項の当社への報告に関する体制
ⅰ．子会社の重要な組織・経理・業務・財務状況等に関しては、子会社管理規則に則り、それぞ
れの子会社の担当執行役員及び担当部署への速やかな報告、承認を通じて管理する。

ⅱ．内部監査部門による定期的な監査により実施状況を確認する。

⑥監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ．監査役は、必要があるときは、取締役に対して監査役スタッフの派遣を求めることができ
る。また、監査役スタッフは、監査役の指揮命令に従わなければならない。
ⅱ．監査役スタッフの人事異動に際しては、人事担当執行役員は、事前に監査役の同意を得るも
のとする。

ⅲ．監査役は、取締役会、経営会議、企業倫理委員会、執行役員会その他重要な会議に出席す
る。
ⅳ．監査役は、役員・従業員から報告・重要な書類の提示を受け、また、内部監査部門から内部
監査の報告を受ける。
ⅴ．子会社の取締役・監査役及び従業員（以下「子会社の役職員」という。）は、監査役から業
務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
ⅵ．子会社の役職員及びこれらの者から報告を受けた者は、監査役に報告する必要があると判断
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した事項について、直接又は間接的に監査役に報告することができる。
ⅶ．監査役に報告を行った当社グループの取締役及び従業員は、当該報告をしたことを理由とし
て不利な取り扱いを受けることはない。

ⅷ．監査役が、その職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした場合は、速やかに当
該費用の支払いを行う。

ⅸ．監査役は、内部監査部門及び会計監査人と随時協議し、必要な場合は内部監査部門に対して
特定事項の調査を依頼することができる。

ⅹ．監査役は、当社グループの取締役及び従業員に対して業務執行に関する必要な事項の調査・
説明を求めることができる。調査・説明を求められた当社グループの取締役及び従業員は、速
やかに適切な調査・説明を行わなければならない。

ⅺ．社長は、監査役と定期的に意見交換を行う。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、当社グループの全役員・従業員が守るべき行動規範として、三機工業グループコンプラ
イアンス宣言、三機工業グループ行動規範・行動指針及び三機工業グループ行動基準等を制定して
おります。
また、強靱な経営基盤と持続可能な社会の実現を目指すサステナビリティ方針を制定し、サステ
ナビリティ経営に取り組んでおります。
一方、企業倫理委員会が中心となり、当社グループの全員が高い倫理観を持って責任ある行動を
とるように施策を検討し、企業倫理研修及びアンケートに基づくモニタリングにより、コンプライ
アンス意識のさらなる向上に努めております。
また、企業倫理全般に関する通報窓口に加え、経営陣から独立した立場にある常勤監査役への通
報窓口、さらに、女性の活躍をバックアップし、働きやすい職場環境づくりを目指して、女性向け
相談窓口を運用しております。
企業倫理委員会の審議結果及び内部通報制度の運用状況は、定期的に取締役会へ報告しておりま
す。通報件数や対応結果は当社グループ内へ公表して、内部通報制度に対する信頼性を高めており
ます。

②情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会、取締役会などの議事録を法令の定め及び社内規則に則り、適切に保存・管理
を行い、その状況を内部監査部が確認しております。

③損失の危険の管理に関する体制
当社は、リスク管理委員会が中心となり、当社グループ内の想定されるリスクを抽出し、未然防
止と対応策を決定しております。リスク管理委員会では、お取引先・法務・労務・財務・情報セキ
ュリティ・海外・コンプライアンス・品質・安全・経営・気候変動など分野ごとの分科会を中心
に、リスクの兆候管理やリスク対策の有効性の検証を行っております。
リスク管理委員会での審議結果は、定期的に取締役会へ報告しております。
さらに当期は、緊急時の対応とその後の復旧の実効性を確保するために、事業継続マネジメント
システム（ＢＣＭＳ）を構築し、リスク別（自然災害・感染症・労働災害・サイバー攻撃・テロ・
不祥事）の事業継続計画（ＢＣＰ）を策定しました。
新型コロナウイルス感染対策といたしましては、感染拡大の防止、罹患者発生時の対処及び事業
継続に関する当社グループの対策を、情勢の変化に合わせて実施しました。
情報セキュリティ対策といたしましては、当社グループの全員に対して毎年定期的に、ガイドラ
インに準拠した情報セキュリティに関する研修を通じてリスク管理意識の浸透に努めております。
海外子会社におけるリスク対策といたしましては、海外グループ会社からのリスク報告を検証し
ております。
経営全般のリスク管理の浸透状況は、内部監査部が定例内部監査を通じて確認しております。

④効率的な職務執行を確保するための体制
当社は、取締役会を開催し、法令や定款に定める事項や業務執行に関する事項の決定のほか、業
務執行が適切に行われていることを監督しております。当期は、社外取締役１名を増やし（社内取
締役７名、社外取締役４名）、コーポレートガバナンス体制を強化しました。
経営会議では、付議及び報告の基準に則って、職務の執行を効率的に行うことができる体制とし
ております。
また、社外取締役・社外監査役を構成員とする社外役員連絡会を四半期ごとに開催し、必要な情
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報の交換と認識の共有を行い、経営の監督機能を強化しております。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、組織規程及び職務分掌規程等に当社の機構、職務分掌、職制及び職務権限の大綱を規定
し、業務の組織的運営を行っております。
当社グループ各社におきましても、重要な事項は取締役会で決定し、業務の適正を確保する体制
としております。
また、エンジニアリングをつうじて快適環境を創造し広く社会の発展に貢献する、という「三機
工業グループ経営理念」において、当社グループの目指すべきところや社会における存在意義を示
し、当社グループ全役員・従業員が経営理念の価値観を共有しております。
当期は、中期経営計画 “Century 2025” Phase２の最終年度であり、あらゆるステークホルダ
ーに対して「信頼」を高める取り組みの集大成を行いました。

⑥監査役の実効的な監査を確保するための体制
監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査部との間でそれぞれ定期的に意見交換の場を持
つほか、常勤監査役は、経営会議、長期計画委員会、総合予算会議、リスク管理委員会、執行役員
会など重要な会議に出席し、内部統制システムの運用状況の確認を行っております。
また、常勤監査役は、内部監査部門と定期的に情報交換・意見交換を行って、監査の実効性の向
上を図るほか、当社グループ各社の監査役を兼任し、各グループ会社への往査や各社社長との定期
的な意見交換により、当社グループ全体の内部統制に関する状況の把握を行っております。
さらに、会計監査人と必要な都度、情報交換を行い、監査の独立性と適正性を監視しつつ、監査
計画及び監査結果の報告を受けるなど連携を取りながら監査の実効性の向上を図っております。

３．反社会的勢力排除に向けた体制
①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこれ
を排除することを基本方針としております。

②反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況
ⅰ．三機工業グループ行動規範・行動指針に反社会的勢力への対応方針を記載するとともに、研
修によりこれを社内に周知徹底しております。

ⅱ．反社会的勢力に関する情報収集に努め、外部専門機関と連携をとりながら、反社会的勢力と
の関係の遮断、排除に努めております。

ⅲ．反社会的勢力からの接触には、総務人事本部を対応統括部署とし、各事業所における不当要
求防止担当部署と緊密に連携をとりながら毅然とした態度で対応しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 8,105 4,181 73,158 △3,859 81,585
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,537 △4,537
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 6,489 6,489

自己株式の取得(単元未満
株 式 の 買 取 を 含 む ) △1,438 △1,438

自 己 株 式 の 処 分 △13 55 41
自己株式処分差損の振替 13 △13 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 － － 1,938 △1,383 555
当 期 末 残 高 8,105 4,181 75,097 △5,243 82,140

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 10,853 2 △116 △908 9,831 282 91,699
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,537
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 6,489

自己株式の取得(単元未満
株 式 の 買 取 を 含 む ) △1,438

自 己 株 式 の 処 分 41
自己株式処分差損の振替 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,263 △7 97 643 1,995 27 2,023

当 期 変 動 額 合 計 1,263 △7 97 643 1,995 27 2,578
当 期 末 残 高 12,116 △5 △19 △265 11,827 310 94,278
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称 三機テクノサポート株式会社 三機産業設備株式会社 三機化工建設株式会社

三機環境サービス株式会社 三機パートナーズ株式会社 AQUACONSULT Anlagenbau GmbH
THAI SANKI ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.,LTD. 三机建筑工程（上海）有限公司

（2）非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称 苫小牧熱サービス株式会社 AEROSTRIP Corporation 川内環境保全株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外いたしました。

2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名称

該当ありません。
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称 苫小牧熱サービス株式会社 AEROSTRIP Corporation 川内環境保全株式会社
関連会社の名称 PFI大久保テクノリソース株式会社

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社３社及び関連会社１社は、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲か
ら除外いたしました。

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
AQUACONSULT Anlagenbau GmbH 12月31日
THAI SANKI ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.,LTD. 12月31日
三机建筑工程（上海）有限公司 12月31日
連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式
等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法
デ リ バ テ ィ ブ 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しておりま
す。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）
に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度の負担に属する
支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度の負担に属する支
給見込額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成
工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

⑤ 工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち、大幅な損失が発
生すると見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能
な工事について、翌連結会計年度以降の損失見積額を計上しておりま
す。

⑥ 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘
案し、当連結会計年度末における損失負担見込額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
収益認識基準
当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31
日改正。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することとしております。
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで
あります。
① 建築設備事業及びプラント設備事業に係る請負工事契約

当社及び連結子会社が、主として営んでいる設備工事事業は、請負工事契約による顧客と
の合意により定められた仕様等に基づき、設備工事を完成させ、引渡しを行う義務を負っ
ております。当該履行義務は、一定の期間にわたり充足される取引であるため、進捗度を
合理的に測定できる場合に限り、履行義務の充足につれて進捗度を測定して収益を認識し
ております。進捗度の測定は、発生した工事原価が履行義務の充足における進捗度に寄与
し、概ね比例していると考えられることから、各連結会計年度の期末日までに発生した工
事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合（インプット法）に基づいて行ってお
ります。進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見
込まれる場合は、合理的に見積もることができるようになるまで、原価回収基準にて収益
を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見
込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の
期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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② 運転管理業務及び保守業務の受託に係る契約
当社及び連結子会社は、受託契約によりオフィスビルや工場、学校、病院、廃棄物処理施
設、水処理施設など、設計・施工した施設の運転管理・保守点検業務等をそのまま引き継
ぎ、顧客の施設の安定運営や予防保全等を行う義務を負っております。当該履行義務が一
定の期間にわたり充足される場合には、取引価格の総額のうち、各連結会計年度の期末日
までに提供した履行義務に対応する契約上の取引価格で、収益を認識しております。
なお、当該履行義務が一時点で充足される場合には、履行義務が完了した時点において、
収益を認識しております。

③ 機器・製品の販売に係る契約
当社及び連結子会社は、機器・製品の販売に係る契約について空調設備資機材・コンベ
ヤ・散気装置等を顧客に供給する義務を負っております。当該履行義務につきましては、
納品・検収等により、顧客が財に対する支配を獲得した時点で収益を認識しております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年
３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売において、出荷時
から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷
時に収益を認識しております。

これらの契約に対する対価は、顧客との契約に基づき取引価格が算定され、個々の契約に基づ
いた支払条件により受領しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予
約等の円貨額に換算しております。
また、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

（6）ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約
については振当処理を行っております。

（7）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債
務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債、年金資産の額が退職給付債務を
超過している額を退職給付に係る資産に計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用の減額処理をしております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら損益処理しております。
未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産
の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（追加情報）
当社は、2022年度（翌連結会計年度）から導入した60歳から65歳への定年延長に伴い、
退職一時金制度及び確定給付企業年金制度の変更を行っております。当該制度変更に伴い、
退職給付債務が888百万円減少し、過去勤務費用が同額発生しております。
過去勤務費用につきましては、当該制度変更を従業員に周知した当連結会計年度より従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用の減額処理を行
っております。
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（8）会計方針の変更
会計基準等の改正に伴う会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識することとしております。これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗
部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準によっておりましたが、
財又はサービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、財又はサービ
スを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識する方法
に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各連結会計年度の期末日ま
でに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合（インプット法）に基
づいて行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで
きないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認
識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま
れる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間
にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した
場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から
新たな会計方針を適用しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示しておりました「受
取手形・完成工事未収入金等」は当連結会計年度より「受取手形」、「完成工事未収入金等」
及び「契約資産」に区分して表示し、「流動負債」に表示しておりました「未成工事受入
金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。
収益認識会計基準等を適用した結果、連結損益計算書に与える影響はありません。また、
利益剰余金の当連結会計年度期首残高に与える影響はありません。
なお、「収益認識に関する注記」の「３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の
金額を理解するための情報」(1）契約資産及び契約負債の残高等において記載する当連結
会計年度期首の各勘定科目残高につきましては、収益認識会計基準等を適用した後の金額
に組替えを行っております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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（9）表示方法の変更
（連結損益計算書関係）

コミットメントフィー
前連結会計年度に区分掲記しておりました営業外費用の「コミットメントフィー」は、金
額的重要性が低下したため、当連結会計年度から「その他」に含めて表示いたしました。
なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれている「コミットメントフィー」
は6百万円であります。

（10）会計上の見積りに関する注記
履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法のうち、工事原価総額の見積
り
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高
121,250百万円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
（ⅰ）算出方法

履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高は、
履行義務の充足に係る進捗度に基づき計上され、当該進捗度の測定は各連結会計年度の期
末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計（工事原価総額）に占める割
合（インプット法）に基づいて行っております。この履行義務を充足するにつれて一定期
間にわたり収益を認識する方法を適用するうえで算定の基礎となる工事原価総額は、顧客
との合意により定められた仕様や施工図等に基づき必要な資機材の内容及び数量や施工工
程に基づく予定工数を識別し、購買実績・施工経験並びに取引先との協議内容等を反映
し、合理的な見積りを行っております。

（ⅱ）主要な仮定
履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法における工事原価総額
の見積りに用いた主要な仮定は、顧客との現在の契約に基づき工事を施工するにあたって
必要となる資機材の単価及び数量、見積工数に基づく必要な人工数等であります。これら
主要な仮定を反映し、工事原価総額のもととなる実施工事予算を策定しております。ま
た、実施工事予算書は標準的なプロセスにより整備・運用しております。

（ⅲ）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
工事期間を通じて顧客との合意に基づき当初の契約から工事契約内容が変更される場合
や、工事着手後に判明する事実により、主要な仮定に変化が生じる場合があり、その結
果、翌連結会計年度以降に工事原価総額の見積りの変更を行う可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
1． 担保に供されている資産

投資その他の資産（定期預金） 39百万円 投資有価証券 95百万円
上記資産は、関係会社等の金融機関借入金等の保証に伴い担保に供しております。

2． 有形固定資産の減価償却累計額 35,984百万円
3． 保証債務額 34百万円（連結子会社への出資者に対する出資額等の保証）
4． 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建
てで表示しております。なお、当連結会計年度末において損失の発生が見込まれる工事契約に
係る未成工事支出金の残高はありません。

連結損益計算書に関する注記
1． 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 9百万円
2． 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。
場 所 用 途 種 類 金 額

（1）宮城県黒川郡 遊休資産 土地、構築物 22百万円

（2）タイ王国（連結子会社） 事業用資産
（建築設備事業） 工具器具備品 0百万円

当社グループは、原則として事業用資産については、建築設備部門、機械システム事業部門、
環境システム事業部門の３グループ、それ以外については不動産事業用資産、遊休資産に分け、
個々の資産毎に、連結子会社の資産については会社単位にグルーピングを行い減損損失の判定
を行っております。
遊休資産
（1）今後の使用見込みが乏しいと判断したため、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該

減少額（土地22百万円、構築物0百万円）を減損損失として特別損失に計上いたしまし
た。

事業用資産
（2）連結子会社の収益性が低下しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額(工具器具備品0百万円）を減損損失として特別損失に計上いたしました。
なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価等に
基づき算定しておりますが、売却が困難であるものなどについては、正味売却価額を零として
おります。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1． 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 59,661,156株
2． 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当金(円) 基準日 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会 普通株式 2,552 45.00 2021年３月31日 2021年６月24日
2021年11月12日
取締役会 普通株式 1,985 35.00 2021年９月30日 2021年12月10日
(注) 2021年６月23日定時株主総会決議の１株当たり配当額45.00円には、特別配当10.00円

を含んでおります。
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年６月23日開催の第98回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり提案しております。
① 配当金の総額 2,788百万円
② １株当たり配当金 普通配当 35円

特別配当 15円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月24日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

3． 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
決 議 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

2013年６月26日
定時株主総会 普通株式 11千株
2014年６月26日
取締役会 普通株式 12千株
2015年６月25日
取締役会 普通株式 24千株
2016年６月29日
取締役会 普通株式 26千株
2017年６月27日
取締役会 普通株式 36千株
2018年６月27日
取締役会 普通株式 41千株
2019年６月27日
取締役会 普通株式 43千株
2020年６月25日
取締役会 普通株式 50千株
2021年６月23日
取締役会 普通株式 57千株
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金融商品に関する注記
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については元本を毀損するリスクが低く、格付機関による格付が
高い債券等の金融資産で行っております。また、資金調達については銀行や生命保険会社か
らの借入による方針であります。デリバティブは、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レ
ートの変動リスク、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っ
ておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、完成工事未収入金等及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒
されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株
式であり、市場価額の変動リスクに晒されております。なお、これらについては定期的に時
価を把握しております。
営業債務である電子記録債務及び工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり
ます。
デリバティブ取引については、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レートの変動リスク、
借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用することはありますが、すべて実需に基づい
ており、デリバティブ自体による売買はありません。なお、利用にあたっては経理部門にお
いて取引権限を定めたうえで、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取
引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、グル
ープ各社が月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2． 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 5,999 5,999 －
その他有価証券 28,592 28,592 －

資産計 34,592 34,592 －
デリバティブ取引※ (7) (7) －
※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる項目については（ ）で示しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

現金預金、受取手形、完成工事未収入金等及び電子記録債権
これらは現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。

負債
電子記録債務及び工事未払金
これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

デリバティブ取引
（1) ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。
（2) ヘッジ会計が適用されているもの

へッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連
結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりで
あります。

（単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

うち1年超

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
売建
米ドル

外貨建予定取引
（完成工事未収入金） 104 － △8

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
買建
ユーロ

外貨建予定取引
（工事未払金） 7 － 0

（注）時価の算定方法
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注2）以下の金融商品は、市場価格のない株式等のため、「資産 有価証券及び投資有価証券」
には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりでありま
す。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 1,854

賃貸等不動産に関する注記
1． 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は神奈川県その他の地域において、オフィスビル及び賃貸商業施設等を有しております。
2． 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価

5,249 24,223
(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。
(注2) 当連結会計年度末の時価は、主要な賃貸資産については社外の不動産鑑定士による不動

産鑑定評価書に基づいて、時点修正等合理的な調整を行って算定し、その他の賃貸資産
については固定資産税評価額等により算定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,685円20銭
１株当たり当期純利益 115円13銭
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収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)
報告セグメント

その他
（注2） 合計建築設備

事業
機械
システム
事業

環境
システム
事業

不動産
事業 計

ビル空調衛生 62,146 － － － 62,146 － 62,146
産業空調 57,363 － － － 57,363 － 57,363
電気 24,933 － － － 24,933 － 24,933
ファシリティシステム 11,040 － － － 11,040 － 11,040
機械システム － 9,666 － － 9,666 － 9,666
環境システム － － 25,842 － 25,842 － 25,842
その他 － － － － － 566 566
顧客との契約から生じる
収益 155,484 9,666 25,842 － 190,993 566 191,560

その他の収益 － － － 2,410 2,410 － 2,410
セグメント間の内部売上
高又は振替高 △318 △6 △26 △2 △354 △427 △781

外部顧客への売上高 155,165 9,660 25,816 2,407 193,050 139 193,189
(注1）「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号）に基づくセグメ

ント区分により作成しております。
(注2）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業

及び保険代理事業等を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「４．会計方針に関する事項（4）重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。
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3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりです。
（単位：百万円）

当連結会計年度期首
（2021年４月１日）

当連結会計年度末
（2022年３月31日）

顧客との契約から生じた債権
受取手形 987 595
電子記録債権 6,487 7,124
完成工事未収入金 44,997 39,412
その他（流動資産） 3,195 4,358

契約資産 19,613 19,629
契約負債 11,776 14,754
(注1）契約資産は、主に、工事契約において認識した収益のうち、未請求の金額であります。

契約負債は、主に、工事契約における顧客からの前受金であります。
(注2）当連結会計年度の期首における契約負債残高の多くは、当連結会計年度に収益として認

識されております。
(注3）当連結会計年度において、契約資産の増減は、主として収益の認識により増加し、顧客

への請求が完了することにより、顧客との契約から生じた債権（完成工事未収入金）に
振り替わることで減少したものであります。契約負債の増減は、主として前受金の受取
りにより増加し、収益認識により減少したものであります。

(注4）過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した
収益に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりで

あります。当社グループの残存履行義務の多くは、請負工事契約に基づく繰越受注高であり、各
工期に応じた進捗度の予測等により年度別の売上予定額見通しを算出しております。

（単位：百万円）
期末繰越受注高 2022年度 2023年度 2024年度以降

150,737 101,381 22,683 26,672

本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧 縮
積 立 金

別途積立金 繰越利益剰 余 金

当 期 首 残 高 8,105 4,181 － 4,181 2,026 984 31,110 29,328 63,448 △3,859 71,875

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △12 12 － －

剰 余 金 の 配 当 △4,537 △4,537 △4,537

当 期 純 利 益 6,952 6,952 6,952

自 己 株 式 の 取 得 （単 元 未 満
株 式 の 買 取 を 含 む） △1,438 △1,438

自 己 株 式 の 処 分 △13 △13 55 41

自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 13 13 △13 △13 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △12 － 2,414 2,402 △1,383 1,018

当 期 末 残 高 8,105 4,181 － 4,181 2,026 972 31,110 31,742 65,851 △5,243 72,894

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 10,842 2 10,844 282 83,002

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 －

剰 余 金 の 配 当 △4,537

当 期 純 利 益 6,952

自 己 株 式 の 取 得 （単 元 未 満
株 式 の 買 取 を 含 む） △1,438

自 己 株 式 の 処 分 41

自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額 ) 1,258 △7 1,250 27 1,278

当 期 変 動 額 合 計 1,258 △7 1,250 27 2,297

当 期 末 残 高 12,100 △5 12,095 310 85,299

― 19 ―

2022年05月20日 14時48分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



個 別 注 記 表

重 要 な 会 計 方 針
1． 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デ リ バ テ ィ ブ 時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
2． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3． 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与に充てるため、当期の負担に属する支給
見込額を計上しております。

（3）役 員 賞 与 引 当 金 役員に支給する賞与に充てるため、当期の負担に属する支給見
込額を計上しております。

（4）完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当期の完成工事
高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

（5）工 事 損 失 引 当 金 受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち、大幅な損
失が発生すると見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積も
ることが可能な工事について、翌期以降の損失見積額を計上し
ております。
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（6）退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異
を加減した額を超過している場合には、当該超過額を前払年金
費用に計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により費用の減額処理をし
ております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌期から損益処理しております。

(追加情報）
当社は、2022年度（翌期）から導入した60歳から65歳への定
年延長に伴い、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度の変
更を行っております。当該制度変更に伴い、退職給付債務が
888百万円減少し、過去勤務費用が同額発生しております。
過去勤務費用につきましては、当該制度変更を従業員に周知し
た当期より従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用の減額処理を行っております。

（7）関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態
等を勘案し、当期末における損失負担見込額を計上しておりま
す。

4． 収益及び費用の計上基準
収益認識基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日改正。以下

「収益認識会計基準」という。）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし
ております。
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 建築設備事業及びプラント設備事業に係る請負工事契約

当社が、主として営んでいる設備工事事業は、請負工事契約による顧客との合意により定
められた仕様等に基づき、設備工事を完成させ、引渡しを行う義務を負っております。当
該履行義務は、一定の期間にわたり充足される取引であるため、進捗度を合理的に測定で
きる場合に限り、履行義務の充足につれて進捗度を測定して収益を認識しております。進
捗度の測定は、発生した工事原価が履行義務の充足における進捗度に寄与し、概ね比例し
ていると考えられることから、各期の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事
原価の合計に占める割合（インプット法）に基づいて行っております。進捗度を合理的に
見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、合理的に
見積もることができるようになるまで、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、
契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、
完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

② 運転管理業務及び保守業務の受託に係る契約
当社は、受託契約によりオフィスビルや工場、学校、病院、廃棄物処理施設、水処理施設
など、設計・施工した施設の運転管理・保守点検業務等をそのまま引き継ぎ、顧客の施設
の安定運営や予防保全等を行う義務を負っております。当該履行義務が一定の期間にわた
り充足される場合には、取引価格の総額のうち、各期の期末日までに提供した履行義務に
対応する契約上の取引価格で、収益を認識しております。
なお、当該履行義務が一時点で充足される場合には、履行義務が完了した時点において、
収益を認識しております。
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③ 機器・製品の販売に係る収益
当社は、機器・製品の販売に係る契約について空調設備資機材・コンベヤ・散気装置等を
顧客に供給する義務を負っております。当該履行義務につきましては、納品・検収等によ
り、顧客が財に対する支配を獲得した時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）第98項
に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売において、出荷時から当該製品の支
配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識し
ております。

これらの契約に対する対価は、顧客との契約に基づき取引価格が算定され、個々の契約に基づ
いた支払条件により受領しております。

5． ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約
については振当処理を行っております。

6． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっております。

7． 会計方針の変更
会計基準等の改正に伴う会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当期の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして
おります。これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が
認められる場合には、工事進行基準によっておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧
客に一定期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足す
るにつれて、一定期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係
る進捗度の測定は、各期の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占
める割合に基づいて行っております。 また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もる
ことができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益
を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま
れる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわ
たり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っており、当期の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額
を、当期の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
また、前期の貸借対照表において、「流動資産」に表示しておりました「完成工事未収入金」は
当期より「完成工事未収入金」及び「契約資産」に区分して表示し、「流動負債」に表示してお
りました「未成工事受入金」は、当期より「契約負債」に含めて表示しております。
収益認識会計基準等を適用した結果、損益計算書に与える影響はありません。また、利益剰余
金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当期の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしてお
ります。なお、計算書類に与える影響はありません。
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8. 表示方法の変更
（損益計算書）
コミットメントフィー
前期に区分掲記しておりました営業外費用の「コミットメントフィー」は、金額的重要性が
低下したため、当期から「その他」に含めて表示いたしました。なお、当期の営業外費用の
「その他」に含まれている「コミットメントフィー」は6百万円であります。

9． 会計上の見積りに関する注記
履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法のうち、工事原価総額の見積
り
① 当期の計算書類に計上した金額

履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高
114,155百万円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
「連結注記表」の「４．会計方針に関する事項(10)会計上の見積りに関する注記」の事項と
同一のため記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記
1． 担保に供されている資産

長期性預金 10百万円 投資有価証券 0百万円
関係会社株式 5百万円
上記資産は、関係会社等の金融機関借入金等の保証に伴い担保に供しております。

2． 有形固定資産の減価償却累計額 35,778百万円
3． 保証債務額 34百万円（関係会社への出資者に対する出資額等の保証）
4． 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 185百万円

短期金銭債務 5,595百万円
長期金銭債権 600百万円

5． 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建
てで表示しております。なお、当期末において損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工
事支出金の残高はありません。

損益計算書に関する注記
1． 関係会社との取引高

営業取引による取引高
完 成 工 事 高 710百万円
仕 入 高 8,421百万円

営業取引以外の取引高
受 取 配 当 金 1,698百万円
そ の 他 1,536百万円

2． 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 9百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当期末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 3,900,458株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金 135百万円
賞与引当金 1,064
減損損失 1,311
完成工事補償引当金 405
工事損失引当金 2
退職給付引当金 1,097
役員退職慰労引当金 2
投資有価証券等評価損 301
施設利用権評価損 123
減価償却費 767
その他 914
繰延税金資産小計 6,127
評価性引当額 △863
繰延税金資産合計 5,264

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △429
投資有価証券評価益 △316
その他有価証券評価差額金 △5,197
その他 △20
繰延税金負債合計 △5,963
繰延税金負債の純額 △698

関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の
名称

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関 連
当 事 者
との関係

取引の
内容
（注）

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

子会社 三機テクノサポート㈱ 所有
直接100％

当社受注の
設備工事の
一部施工

資機材及び
工事の発注 6,433 工事未払金 1,732

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 資機材及び工事の発注については、その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。
(注2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,524円18銭
１株当たり当期純利益 123円36銭

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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